
重要な会計方針等および注記事項
生活協同組合コープみらい

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

関係団体出資金および子会社株式 移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準および評価方法

主たる商品

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物8～34年、構築物10～20年

機械装置9～12年、器具備品5～8年

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

リース資産

長期前払費用 定額法

引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

ポイント引当金

退職給付引当金

①退職給付見込額の期間帰属方法

②数理計算上の差異および過去勤務費用の処理方法

過去勤務費用は、発生年度から5年（定額法）で費用処理しています。

収益および費用の計上基準

主要な事業における組合員との契約に基づく主な義務の内容

供給高は、組合員への商品またはサービスの提供が履行義務となります。

利用事業収入は、組合員への各種講座サービス等の提供が履行義務となります。

福祉事業収入は、各種介護サービスの提供が履行義務となります。

①の義務に係る収益を認識する通常の時点

供給高は、組合員に対する商品またはサービスの引渡時点で組合員が当該商品またはサービスに対する支配を

獲得し、履行義務が充足されると判断できることから、主として当該商品またはサービスの引渡時点で収益を

認識しています。

利用事業収入は、サービスの提供に応じて履行義務が充足されると判断できることから、サービスの提供に応

じて収益を認識しています。

福祉事業収入は、各種介護サービスについては継続的に役務を提供しており、履行義務は一定の期間にわたり

充足されると判断できることから、サービスの提供に応じて収益を認識しています。

貸借対照表、損益計算書、重要な会計方針等および注記事項、附属明細書の金額は、千円未満を切り捨てて表示し

ています。

職員の賞与の支給に備えるために来期の支給見込額のうち当期の負担額を計
上しています。

組合員に付与した供給に起因しないポイントの使用に備えるため、期末にお
いて将来使用されると見込まれる額を計上しています。

正規職員（総合職）および正規職員（専任職）の退職により支給する退職給
付に備えるため、当事業年度における退職給付債務および年金資産の見込額
に基づき計上しています。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっています。

数理計算上の差異は、翌会計年度から5年（定率法）で費用処理していま
す。

福祉専門職員については、簡便法による期末自己都合退職要支給額を計
上しています。

（１）

（２）

（３）

（４）

（６）

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権および破産更生債権等については、個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しています。

（５）

①

所有権移転外ファイナンス・リース取引は、リース期間を耐用年
数とし、残存価額をゼロとする定額法

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）によっています。

②



２．貸借対照表に関する注記
担保に供している資産

担保に供している資産

建物 千円

土地 千円

借地権 千円

計 千円

保証債務等

日本生活協同組合連合会 千円

子法人等に対する債権・債務

株式会社コープ協同サービス

長期貸付金 千円

差入保証金 千円

一般財団法人コープみらい社会活動財団

その他(流動資産) 千円

コープデリ連合会

短期貸付金 千円

長期貸付金 千円

買掛金 千円

未払金 千円

未払費用 千円

その他の子法人等

未収金 千円

その他(流動資産) 千円

買掛金 千円

未払金 千円

預り金 千円

３．損益計算書に関する注記
子法人等との取引

株式会社コープ協同サービスとの取引高

地代家賃 千円

一般財団法人コープみらい社会活動財団との取引高

雑費(その他出捐金) 千円

コープデリ連合会との取引高

仕入高 千円

分担費 千円

事業広報費 千円

委託料 千円

消耗品費 千円

利用割戻収入 千円

その他 千円

その他の子法人等との取引高

個配委託料 千円

仕入高 千円

その他 千円

336,405

（１）

5,017,854

①

②

④

③

当生協が出資しているコープデリ生活協同組合連合会の日本生活協同組合連合会に対する仕入債務に対して連帯保証を
行っています。

（２）

（３）

4,573,484

107,965

②

①

500,000

145,500

16

店舗プリペイドカード（ほぺたんカード）の導入にともない、資金決済に関する法律に基づく発行保証金として、
長期保有有価証券のうち894,130千円を供託しています。

（１）

1,647,786

671,515

3,818,315

7,289,381

2,178,779

④

①

②

③

9,198,408

278,639

81,880

332,347,221

112,798

377,974

762,272

24,841

4,036,000

14,205,600

52,223

6,153,261

2,393,180

36,510,326

2,203,712

35,786

1,720,679

25,822,998



特別損益

固定資産売却益の内容は、次のとおりです。

土地 千円

器具備品 他 千円

補助金収入の内容は、次のとおりです。

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 千円

省エネ型ノンフロン機器普及促進事業助成金 千円

EV購入に関する補助金 千円

固定資産圧縮損の内容は、次のとおりです。

器具備品 千円

機械装置 千円

建物 千円

固定資産売却損の内容は、次のとおりです。

建物 千円

土地 千円

機械装置 他 千円

固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

建物 千円

機械装置 千円

器具備品 他 千円

減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

資産の種類別の減損損失の内訳は以下のとおりです。

また、使用価値については将来キャッシュ・フローを2.0%で割り引いて算定しています。

法人税等

法人税等には、法人税、地方法人税、住民税、特別法人事業税および事業税を計上しています。

教育事業等繰越金

7,015  

2,242

8,041  

7,974  

1,472,557  

562,620  

長期前払費用

③

55,354

建物･その他遊休資産

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測定しており、土地
および建物の正味売却価額については固定資産税評価額をもとに公示価格相当額または不動産鑑定評価基準により評価
し、その他固定資産については取引事例等を勘案した合理的な見積りにより評価しています。

 合　  計

これらの内、事業活動から生ずる損益が継続してマイナスである事業所、または使用方法の変更によって投資の回収が
見込めなくなった事業所について、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上
しました。

減損損失（千円）

建物

種　　類

土地

2,050,166  

減損損失（千円）

9,632

⑤

3,457

455

（２）

4,198

58,233

30,693

①

④

用　　途 種　　類場　　所

297

6,033

11,947  

21  

当生協は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所を基本単位としてグルーピングしており、個別施設を
最小単位としています。

1  

店舗

福祉事業

ミニコープ     　 　　　　　    6店

1  

22  

-  

5,288

-  

2  

福祉事業　　　　　　　　　　　　1件

土地･建物･その他

建物

遊休資産の数事業所数

遊休資産　　　　　　　　　　　　2件

（３）

ＳＭ店　　　　　　　　　　　　 15店 店舗

建物･その他

 合　  計

1,868,635  

2,050,166  

当期首繰越剰余金には、前事業年度の剰余金処分により繰越した教育事業等繰越金310,000千円が含まれています。

161,541  

（４）

（５）

構築物・機械装置・器具備品

5  

②

50,999

93,282

31,697



４．退職給付に関する注記
採用している退職給付制度

なお、正規職員（専任職）、福祉専門職員は退職一時金制度のみを採用しています。

確定給付制度

退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 千円

勤務費用 千円

利息費用 千円

数理計算上の差異の当期発生額 千円

退職給付の支払額 千円

期末における退職給付債務 千円

年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 千円

期待運用収益 千円

数理計算上の差異の当期発生額 千円

事業主からの拠出額 千円

退職給付の支払額 千円

期末における年金資産 千円

退職給付債務および年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金および前払年金費用の調整表

積立型制度の退職給付債務 千円

年金資産 千円

千円

非積立型制度の退職給付債務 千円

未認識数理計算上の差異 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 千円

退職給付引当金 千円

前払年金費用 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 千円

退職給付に関連する損益

勤務費用 千円

利息費用 千円

期待運用収益 千円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 千円

他生協等への出向者の退職分担金 千円

その他 千円

確定給付制度に係る退職給付費用 千円

年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

国内債券 ％

一般勘定 ％

短期資産 ％

国内株式 ％

外国債券 ％

外国株式 ％

その他 ％

合計 ％

△ 2,097,408

856,555

△ 383,219

2,639

△ 574,695

4.08

「その他」は伝統的な投資対象である株式や債券等への投資に代えて、安定的な収益性をめざし金融市場の動
向に影響されにくいヘッジファンド等へ投資しています。

27.63

7.69

①

②

③

④

⑤

△ 16,195,101

△ 3,581,122

2,845,691

△ 166,053

△ 1,103,106

（注）

1,591,987

856,555

2,953,964

5.27

28.03

8.30

19.00

783,153

291,890

15,478,232

783,153

486,731

△ 981,574

16,195,101

12,613,978

16,605,360

166,053

△ 81,469

212,884

△ 1,306,491

15,459,669

正規職員（総合職）の退職給付に備えるため、退職一時金制度、確定給付型企業年金制度（日生協企業年金基金第１制
度および日生協企業年金基金第２制度）および確定拠出型企業年金制度を採用しています。

291,890

（１）

（２）

100.00



長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している）

割引率 ％

長期期待運用収益率 ％

確定拠出年金制度について

確定拠出制度への要拠出額は、216,066千円です。

日生協企業年金基金第１制度について

当年度の日生協企業年金基金第１制度への拠出額は199,185千円です。

なお、日生協企業年金基金第１制度の積立状況および当組合の掛金拠出割合は下記のとおりです。

制度全体の積立状況に関する事項

年金資産の額 千円（2026年3月20日）

年金財政計算上の給付債務の額 千円（2025年3月31日）

差引額 千円

制度全体に占める当組合の掛金拠出割合 ％

補足説明

2025年3月末時点の繰越剰余金は12,051,499千円で過去勤務債務残高はありません。

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減損損失 千円

固定資産償却超過額 千円

退職給付引当金 千円

資産除去債務 千円

ポイント引当金 千円

賞与引当金 千円

前受金 千円

契約負債 千円

未払社会保険料 千円

その他 千円

小計 千円

評価性引当額 千円

合計 千円

繰延税金負債

前払年金費用 千円

建物（資産除去債務相当） 千円

合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

①

②

（１）

518,643

8,953,197

△ 2,823,483

6,129,713

48,133,863

（３）

（４）

⑥

⑦

1.0

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様
な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。

1.9

422,646

576,609

595,244

2,651,980

835,677

877,460

35,669

46,461

181,077

776,321

正規職員（総合職）については厚生年金基金から移行した日生協企業年金基金第１制度に加入しており、要拠出額を退
職給付費用として処理しています。

5,353,391

1,103,476

34,927,811

13,206,052

7.75

給付債務の額は2025年3月末日時点、年金時価資産額は2026年3月20日時点で表示しているため、1年のずれがありま
す。この差引額は、13,206,052千円となっていますが、給付債務の額は1年分が追加されるため、差引額は減少しま
す。

1,884,571



法定実効税率 ％

（調整）

評価性引当額 ％

軽減税率適用限度超過額 ％

住民税均等割 ％

受取配当金 ％

法人税額の特別控除額 ％

その他 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

６．金融商品に関する注記
金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針

必要な資金は主に事業活動によるキャッシュ・フローおよび組合員出資金で調達しています。

金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制

供給未収金に係る組合員の信用リスクは、組合員ごとの未収金管理を行い、リスクの低減をはかっています。

差入保証金の信用リスクに関しては、期間管理および残高管理を行う管理体制をとっています。

関係団体等出資金については、定期的に発行団体の財務状況を把握しています。

金融商品の時価等に関する事項　

2026年3月20日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額があるものは次のとおりです。

（単位：千円）

（注1）金融商品の時価の算定方法

（注2）金銭債権の償還予定額 （単位：千円）

７．賃貸等不動産に関する注記

８．資産除去債務に関する注記
資産除去債務の概要

また、一部の施設に使用されている有害物質を除去する義務に関しても資産除去債務を計上しています。

有価証券および長期保有有価証券

　満期保有目的の債券

短期貸付金および長期貸付金

10,387,356  

（１）

①

②

満期保有目的の債券は、債務不履行リスクが極めて低い国債、地方債、政府関係機関債に限定しており、保有状況に
ついては定期的に理事会に報告されています。

（１）

資金運用については一時的な余裕資金を安全性の高い金融資産（長期預金、国債、地方債、政府関係機関債）で運用
しています。なお、投機的な取引は、生協法施行規則第198条に基づき行っていません。

③ 短期貸付金および長期貸付金の時価は、元利金の合計額を同様の新規貸付けを行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しています。

18,755,840  △ 411,271  18,344,568  

有価証券および長期保有有価証券の時価は、取引所の価格によって算定しています。

科目

0.03

長期預金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しています。

店舗やコープデリ宅配センター等の施設の一部は、不動産賃貸借契約および事業用定期借地権契約を締結しており、賃
貸借期間終了における原状回復義務に関し資産除去債務を計上しています。

10,700,000  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときのその差異の原因となった主要な
項目別の内訳

短期貸付金および長期貸付金

①
②

0.56

29.61

長期預金

有価証券および長期保有有価証券

差額

△ 2,110,293  

△ 1,275,586  

3.00

2.62

6,687,549  

4,543,400  

計5年超

貸借対照表計上額

なお、関係団体等出資金（貸借対照表計上額34,691,047千円）は、市場価格のない株式等であるため下表には含めてい
ません。また、現金は注記を省略しており、重要性の乏しいものおよび短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
する預金、供給未収金、買掛金は注記を省略しています。

△ 0.33

1年以内科目 1年超5年以内

（２）

10,387,356  

時価

8,589,706  

（２）

27.66

9,111,770  

△ 3.93

-  

2,799,789  

10,176,200  

1,100,000  

900,018  

4,036,240  

当期末における賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用対象物件の重要性が乏しいため、注記を省略してい
ます。

長期預金 9,600,000  10,700,000  

18,755,840  



資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の総額の増減

当事業年度における資産除去債務の残高は、次のとおりです。  

期首残高 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 千円

見積りの変更による増加額 千円

時の経過による調整額 千円

資産除去債務の履行による減少額 千円

期末残高 千円

資産除去債務の金額の見積りの変更

９．関連当事者との取引に関する注記
連合会　　　

（単位：千円）

（取引条件および取引条件の決定方針等）

なお、上記金額のうち、取引金額については消費税等が含まれておらず、期末残高には含まれています。

役員およびその近親者

該当する取引はありません。

１０．収益認識に関する注記

１１．重要な後発事象に関する注記

増資の引き受け

使用見込期間を不動産賃貸借期間または有形固定資産の耐用年数と見積り、割引率は算定時点における対象期間に応じ
た国債利回り率を使用して資産除去債務の金額を計算しています。

2,203,712

未払費用

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（５）収益および費用の
計上基準」に記載のとおりです。

該当する事項はありません。

671,515

5,605,000

－

物資の供給 直接 買掛金

5,527,000

35,786

短期貸付金 4,036,000

役務の授受

その他

出資金

95,429利息の受取

（２）

43,332,000

商品の仕入については、当生協のほか5生協でコープデリ連合会を設立し、市場の実勢価格を勘案して発注先および価格
を決定しています。資金の貸付金利率については、市場金利を勘案して決定しています。増資については、コープデリ
連合会の定款に基づいて、出資1口につき1,000千円で引き受けています。

－

連
合
会

59.67%

332,347,221商品の購入 商品仕入

分担費 9,198,408 未払金

36,510,326

資金の回収

取引金額取引の内容事業の内容
との関係

議決権等の

所有割合

長期貸付金

関連当事者

14,205,6004,909,500

2,953,774

79,957

43,561

期末残高

54,344

△ 43,570

3,088,067

当事業年度において、資産の除去時点において必要とされる除去費用に関して、新たな情報を入手すること等により、
期首時点における見積額より増加することが明らかになったことから、資産除去債務の見積りの変更を行い、その増加
額79,957千円を変更前の資産除去債務残高に加算しています。

所在地法人等の名称

コープデリ
生活協同組合
連合会

埼玉県
さいたま市
南区

（１）

科目種類

（４）

利用割戻収入

資金の貸付

（３）

（２）


